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問は、障害者のエン ワメン のために何が重要だと、皆さんお考えになるか ということです。雇用ですとか、教育ですとか 人権ですとか、いろいろな切り口があるかと思うのですが、これについて簡単にお話しいただきたいと思います。森
：今示された切り口とはちょ
っと違うかもしれませんが、障害と開発で大事なことということでお話しを切り出させていただきます。まずはアクセシビィリティの問題がキーになると思います。途上国では、日本と比べて、アクセシビィリティが本当に立ち遅れいます。例えば建物に入ることができない、病院に入れない、 いったことがあります。病院たとしても医者とのコミュニケーションが取れない、といった状況になります。これが物理的アクセシビィリティ、そ からもうひとつが情報のアクセシビィリティです。

























入するということが必要となります。ただし、注意しなければならないのは、就学率を高めても、実際に初等教育を修了した後、就業確率が高まるとか、さらには、学習効果が上がるといった結果は保障されない、というこ です。往々にして途上国では学校に行って、ただ座って ただけだったということがあります。 から、教育の効果や、その公正さと うところにも留意していかなければならないと思います。●障害者の権利条約の意義
効果
山形：二つ目のテーマは、障害者権利条約についてです。この障害者権利条約によって、差別の禁止ですとか、合理的配慮、アクセシビィリティですとか、地域で暮らす権利 そういったような規範が提起されています。これ
を批准した国々においては、同条約の精神に則って、制度改善をすることが求められます。ですからまずはこ 障害者権利条約の意義ですとか効果、あるいは課題 ついて、皆さんのご意見を聞い みたいと思います。森
：開発途上国でも、障害課題
のメインストリーミングが目覚しく進んできました。権利条 を批准した国は、既に世界の八〇％に達しています。 「他の国が批准しているので我が国だけがやらないとなると、これは恥ずかし 」というように競争心があおられたことで、この数字になっていると思います。それから権利条約というのは、批准した後に、国内法制度整備の進捗状況に関する報告義務があります。国は改善点のみ強調したがる傾向にありますが、ＮＧＯ等が独自のレポートを並行的公表して、政府報告 表れない問題点を主張するといった動きもあります。権利条約はこのような変化を促すという効果を持っていました。今後は、日本がその他 国と共同して協力するというような、多国間の枠組み作りが課題になります。小林：そもそも国際人権規約ですとか女性差別撤廃条約ですとか、
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国連のその他の人権諸条約は、差別なく人類全体に適用されるものです。しかし、それらのなかでは障害は他の課題のなか 埋没してしまい、障害者のイシューは取り扱われてこなかった状況があることを指摘しておきたいと思います。障害者権利条約が制定されることによって、障害者は非 同様の権利を享有するということを国際社会が認識し、締約国に対し、権利実現 ための立法です か行政措置を義務付けた いう意味で意義は大きいといます。さらには、障害者の差別禁止や合理的配慮インクルーシブ教育、サービスへのアクセス、障害当事者の参画などの重要な概念を、国際社会から国内に持ち込むことを促した点でも、大きな影響力があったと思ます。河森：タイでは二〇〇七年に「障害者の生活向上に関する法律」ができました。それに勢いを得て害者の権利条約が批准をされました。しかしながら、 の精神を汲んで、法定雇用率を企業に達成せるための取組は、現在のところそれ程進んではいません。法定雇用率を達成しないと納付金を納めることが義務付けられていますが、納付しないため、年利七・五％の
課徴金が求められるという状況に陥る企業が増えています。地域コミュニティのなかで新しい雇用を創出するという動きもあり が、やはりそれでは十分ではないので、企業の雇用を増やすための道筋を、どうやってつけていくのか 課題になっています。川口：障害者の権利条約を、いつどこの国が署名して何年に批准したかという情報は国連のサイト公開されているわけですが、それをみると、先進国は署名した後、批准するまで数年かかっている一方で、アフリカの国々の場合には、署名から批准までの年数が短い傾向にあります。これは一見素晴らしい効率性を示しているようにみえますが、実は背景には、アフリカの国々が、障害者の権利条約国内法制度への反映という点であまり責任を持った対応 していないということがあるので ないかと思い す。批准 た後に法律や制度がそれに応じて改善されたのかといえば、何も変わって ないことが多いように思います。多くのアフリカでは、経済はインド人や中国人が仕切って る部門が多いので、一般のアフリカ人でさえ雇用機会が少なく、まし やアフリカ人障害者が雇用される い
うことについては、二重の足枷があると思います。視覚障害者が教師になったり、牧師なったりする例はありますが、全体として者の雇用は増加していな ように思われます。●日本と開発途上国の障害課
題の共通点・接点・相違点
山形：三つ目のテーマ 、日本の障害課題と開発途上国 障害課題の共通点・接点・相違点についてです。国際協力に関しては、障害者の権利条約にも条文があります。日本から開発途上国への障害課題に関する協力について 、どなたか述べていただきたいと思います。森
：国際協力に関しての具体例、
それから課題と うことで、国際協力の三つの形態から考えていきたいと思います。まずＪＩＣＡが実施するような、二国間の国際協力についてです。私はＪＩＣＡの短期専門家としてミャンマーに派遣され、手話に関するプロジェクトに携わったことがあります。具体的には、モデルケース なる成功例を作って、それを普及させていく方法を取ります。アジアのモデルケースは、タイに置かれているアジア太平洋障害者センター（ＡＰＣＤ）です。ＡＰＣＤを中
心として、東南アジアで南南協力が行われています。これはひとつのやり方 良いと思いますが、支援を受ける側の国にも積極的な姿勢（イニシアティブ）がないと、大きな効果は得られません。また、政府と障害者団体とのパイプがしっかりしていること 大切です。日本が開発途上国政府に支援したとしても、障害当事者団体との連携が弱ければ、現地の障害者 その支援が伝わらないことになります。そのためのコーディネーターの役割が重要になります。　
第二の協力形態は、ＮＧＯが実





障害者を参加させることが大切です。そのためにも、その国の障害者の生活状況、就労状況、そういったデータをもっと集めないとならないと思います。小林：日本であって 他の開発途上国であっても、共通した課題として、障害の社会モデルへ パラダイム転換がなかなか実現していない、ということがあると思います。対応のひとつとしては、ＪＩＣＡや最近日本国内でも実施が試みられている「障害平等研修」があります。今までですと について知ろうとす ときには、何ができないとか、大変なところはこういうところだからこのよう配慮、支援して くという啓蒙が主であったと思うのですが、それだけでなく障害に対する見方を根本的に変えるための研修を行うことが必要だと思います。あと、これは既にＥＳＣＡＰやＩＬＯが実施していることですが、雇用 おいては、例えばグッド・プラックティス（模範事例）の提供・周知が有意義です。そういった知識を東南アジア、開発途上国等 共有していくべきだと思います。河森：私は就労支援のあり方について触れた と思います。先述のように、タイで 法定雇用率を達
成できない企業からの納付金が積み上がり、巨額に達しています。これをどのように使うべきか、タイ政府やＪＩＣＡが頭を悩ませています。そこで出てきている案が、コミュニティレベルで障害者支援センターを作るというものです。その仕組みを作るうえでどういった協力がありうるのか、という点についてお話ししたいと思います。障害者支援センターにおいては、日本でなされ いるように、就労移行支援がなされています。したがって、就労移行支援に関するプログラムの策定については、日本が協力できるのでは いかと思います。しかし問題なのは、タイでは自治体が設置す 障害者支援センターの委託を受けて就労支援を行うような民間事業者やＮＰＯ等市民セク が弱いということです。したがって、 市民セクターの育成が必要になるのですが、そのよ な民間部門をタイのなかでどのように支援してくのか、ということが将来的 課題になってくると思います。川口：私は教育について、日本の経験を途上国へ移転する国際協力と、逆に、途上国の経験を日本へ移転する可能性の二点について、申し上げたいと思います。まず、
日本の経験の途上国への移転についていいますと先進国では、特殊教育が先にあり、その経験を経たうえで統合教育が導入されました。特殊教育に関する専門性という点では日本は世界的にも優れており、特殊教育の専門家を十分活用して教育を行っています。しかし途上国では、特殊教育の専門家が十分に養成されていないので、その状況下で統合教育やインクルーシブ教育を実施しても、大きな効果は期待できません。　
次に、途上国の経験を日本に移






 小林昌之編『 の障害者教育法制――インクルーシブ教育実現の課題― 』アジア経済研究所、二〇一五年。
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